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サービス概要

• 被災者生活再建支援機能に加え、多くのオプション機能を用意し、平時から復旧復興期までフェーズフリーな業務を支援
• 災害時における自治体の被災者生活再建支援業務のあるべき姿を目指して、京都大学防災研究所巨大災害研究セン

ターを中心に、2004年中越地震から直近の能登半島地震に至るまで被災地において災害現場での実証・改善を継続

避難行動要支援者

研修・訓練

災対本部
情報集約

建物被害認定調査 罹災証明書発行 被災者支援

応急危険度判定

平時 発災 応急対応期 復旧復興期

ボトルネック:
調査量が膨大

ボトルネック:
罹災証明書発行
にデータ突合が大変

ボトルネック:
調査エリアの
計画策定が
困難

現地で完結
（一次二次自動計算）
損害割合カリキュレータ
（二次調査）
申請調査・全棟調査
ドローン調査

避難所管理※

調査・発行との連携
避難行動要支援者連携
台帳テンプレート

調査計画策定

各種地図連携
調査計画策定
ｽｹｼﾞｭｰﾙ予約

※2025年度リニューアル予定

モバイル調査（インターネット）には個人情報を持ち込ま
ず、セキュリティの高いサービスを提供します

ボトルネック:
支援対象者の特定や
公正公平な支援が困難

2

ボトルネック:
業務の進め方が
わからない

ぴったりｻｰﾋﾞｽ連携
住民・家屋・調査の
地図突合

一部オプション 一部オプション

モバイル調査の
オプション

モバイル調査の
オプション

一部オプション
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導入実績
• 全国310自治体に共通パッケージとしてシステム導入済 ※政令市では8割以上
• 人口カバー率は43%
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• 災害時の豊富な活用実績
• 直近10年で気象庁が名称を定めた災害の7割以上でシステムが運用
• 災害の種類も「地震」「風水害」「火災」と豊富

2004
中越地震
小千谷市

地震

2007
能登半島沖

輪島市

2007
中越沖地震

柏崎市

2011
東日本大震災

岩手県

2012 
京都南部豪雨

宇治市

2013
大雨災害
豊島区

2013
台風18号

京都市

2013 
台風26号

大島町

2014
大雨災害
福知山市

2016
熊本地震
16市町村

2016
台風10号

岩泉･宮古市

2016
駅前大火
糸魚川市

2018
大阪北部

池田・大山崎

2018
西日本豪雨
倉敷・岡山他

2018
北海道胆振地震
安平・厚真・むかわ

2019
山形県沖地震

村上市

2019
令和元年

房総半島台風
市原市・大島町

2019
令和元年東日本台風

⾧野市・郡山市・栃木市・佐野
市・ 岩手県・茨城県・東京都・
さいたま市（35自治体活用）

2022
新潟大雨・台風15号
村上市・関川村・胎内市・静岡

市・浜松市・藤枝市

2023
奥能登地震

珠洲市

2023
梅雨前線

秋田市・五城目町

2023
台風2号

取手市・沼津市他

2023
台風13号
いわき市

2024
能登半島地震

石川県

風水害

火災

他に類をみない被災地実績

4

NTT EAST CONFIDENTIAL
【提示先：配布者に限る】



能登半島地震における新たな取り組み
• 輪島市で応急危険度結果から導きだした全壊を遠隔から東京都が判定支援
• 珠洲市でドローン・360°カメラ（NTT撮影）による6段階の被害区分を遠隔から熊本市・NTTグループが判定支援
• 石川県統合ダッシュボードによる県全体の調査状況の把握
• Teams・LoGoチャットに石川県・被災自治体・事業者が参加し、Q&Aを共有する等、効率的なサポートを遠隔支援

アクセス
困難地区

ドローン
360度カメラ

NTTGによる現地撮影
輪島市職員・応援職員による応急危険度判定

熊本市職員・NTTGによる遠隔判定東京都による遠隔判定

②【珠洲市】ドローン・360°カメラに
よる6段階の遠隔判定

③【石川県庁】県統合ダッシュボード
による調査状況把握

④【被災自治体】
NTTGによるTeams・LoGoチャットによる

遠隔支援

①【輪島市】応急危険度結果による
全壊の遠隔判定 内閣府 災害に係る住家被害認定業務

実施体制の手引き・運用指針
【令和6年5月】に掲載
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システム概要
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調査計画策定

• 被害エリアの概況把握から被害想定戸数算出、自動班割等の一連の調査計画策定の業務をDX化

被害想定
被害エリア

の
概況把握

一括判定・
全棟調査・
申請調査
エリアの

ゾーニング

調査量推定
木造・
非木造

戸数算出

日数・班数
の算出

自動班割
各班の

最短ルート
算出
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調査計画策定（被害エリアを概況把握するための地図データ連携）

災対本部情報応急危険度判定概況調査外部データ活用

SNSTOYOTAカーナビ履歴

損保データ連携

航空写真・3Dモデル・災害想定エリア

ISUT

自治体独自データ

• 外部データ・概況調査・応急危険度判定・災害本部情報を活用し、あらゆるデータを地図に重ね合わせゾーニングを実現

被害エリアの
概況把握

一括判定・
全棟調査・
申請調査
エリアの

ゾーニング
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ドローン

損保会社 自治体

契約住宅

損害調査
調査スクリーニング

一部オプション
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建物被害認定調査モバイルシステム

●住家被害認定調査をスマホやタブレットでも実現
・調査位置の保存
・調査写真の保存
・調査結果の保存
・ダッシュボードによる調査管理

 衛星画像
 道路地図
 地形図
 オープンストリートマッ

プ
等、様々な地図選択
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• 被災地で活用が進んでいるスマホやタブレット等のモバイルを利用した建物被認定調査
• 多くの被災地での実績をもとに、改良を重ねて進化した調査票にもとづく設計
• 個人情報をモバイル端末やインターネットに搭載しないため、セキュリティが担保された仕組み

オプション

NTT EAST CONFIDENTIAL
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損害割合カリキュレータ
• 家屋被害認定調査（第2次調査）の実施時間を大幅に短縮できるサービス
• 「図面作成に時間がかかる」「後から読み返しにくい」「計算ミスが発生してしまう」これら課題の解決が可能
• 試算では、従来約150分かかっていた作業を約60分に短縮が可能

特許出願中
10

オプション
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構成員氏名 続柄 年齢 構成員氏名 続柄 年齢

XX XX 世帯主 35 XX XX 父 65

XX XX 母 63

上記のとおり、相違ないことを証明します。

元号〇年〇月〇日

世帯主住所

罹災証明書 第xxxxxxxx号

元号〇年〇月〇日

〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号

世帯主氏名

罹災原因

住家※の被害の程度

追加記載事項 被災物件種別：居宅

浸水区分：床下浸水

被災者区分：居住者

世帯構成員：3

XX XX

令和〇年台風〇〇号による

〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号

一部損壊

〇〇区市町村⾧ 〇〇 〇〇

※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のために使用している建

物のこと。（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家）

公印番号 第xxxxx号

被災住家※の所在地

追

加

記

載

事

項

追加記載事項

公印

罹災証明書発行

住民ポイント

家屋ポイント 罹災証明発行

住基情報
（誰が）

調査結果
（どの程度の）

家屋情報
（どこで）

共通キー
が無い

罹災証明書

調査ポイント

空間的突合

住基情報 家屋情報 調査結果情報

位置情報化

研究成果による手法
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• 罹災証明書の発行のために必要な３情報（住基情報・家屋情報・調査結果）の名寄せを位置情報を使って迅速に実施
• 地図上の名寄せは（テキスト上の名寄せと比較し）作業時間の短縮、ミスのない作業の実現に必須な機能

NTT EAST CONFIDENTIAL
【提示先：配布者に限る】
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被災者台帳による被災者支援

• 被災者生活再建支援金、義援金、税や公共料金、保険料等の減免、公費解体や貸付金、各種融資や仮設住宅等、罹
災証明書を受け取った被災世帯や個人、その他の被災者に対して、庁内の様々な部局から横断的かつ同時並行的に提供
される支援の進捗状況を、統合的に管理できる台帳データベース

• 支援メニューを自由に設定したり、履歴管理やExcel入出力機能等を活用して、各自治体の事情に合わせた柔軟な運用が
可能

NTT EAST CONFIDENTIAL
【提示先：配布者に限る】



横断的な業務に必要な一気通貫のシステム

• 調査から罹災証明書の発行、被災者台帳の作成・管理に至る一連の業務プロセスが一つのシステムの中で円滑に連携
• 各フェーズで得た最新情報が流通し、庁内で横断的にリアルタイムに共有
• 調査結果・申請情報・発行情報は履歴管理されており、再調査や再発行や支援施策の見直しに有効
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被害調査員養成
トレーニング

被害調査員養成
トレーニング

建物被害認定
調査システム

建物被害認定
調査システム

罹災証明発行
システム

罹災証明発行
システム

被災者台帳
管理システム
被災者台帳
管理システム

システム

被災被災 罹災証明罹災証明 支援受給支援受給 生活再建生活再建被災者 発
災
発
災

再調査 再発行 支援施策
見直し

 申請番号
 住民・家屋情報
 調査結果（調査写真、調査位置情報、判定区分）
 発行取消
 被災者支援各種施策

 申請番号
●調査結果
（調査写真、調査位置情報、判定区分）

 申請番号
 住民・家屋・調査結果（調査写真、調査位

置情報、判定区分）突合
 対応記録
 発行取消
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避難行動要支援者名簿・個別避難計画作成機能

• 柔軟な避難行動要支援者・個別避難計画の管理・作成
• 発災時に安否確認登録や被災者台帳と連携して活用

■要支援者名簿・個別避難計画の作成
豊富な管理項目
住基データとの照合

■安否確認結果の登録
■被災者台帳画面と連携

■関係帳票の印刷
独自帳票の作成が可能

■対象者抽出
名簿更新を見込んだ検索
地図の重ね合わせによる検索

発災時
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バージョンアップ対応
• バージョンアップは原則無償
① 被災地で利用されたユーザーからの多くの要望に応えたバージョンアップを実施
② 新しい内閣府の指針等、法改正対応（今年度のバージョンアップには標準化対応も含む）
③ ICT技術の進化やクライアント環境の変化にも対応
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①被災地利用
• 被災地での運用や操作を注視し、「システム側で支援できる改善点はないか」を常に意識
• 調査や罹災証明書の発行履歴を管理する等、ユーザからの多くの要望に応えたバージョンアッ

プを実施
• 全てのユーザが被災地の知見を利用できる仕組み

②法改正対応
・新しい内閣府指針への対応
・「災害に係る住家被害認定基準運用指針」等の改訂への対応
など

③性能改善
・ICT技術の進化に伴って実施
・クライアント環境の変化にも対応

研究者による最新研究成果に基づく進化

システムバージョンアップ
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研修・訓練
• 業務フローや専門性ごとに豊富で充実した研修・訓練メニューを用意
• ロールプレイングや模型を使った調査訓練など実際の業務を想像できる研修カリキュラムを受講可能
• 全国の自治体における豊富な研修実績（研修受講者:12,000人以上）

建物被害
認定調査研修

＜概要＞

システム管理者研修

操作研修
罹災証明発行 ／ 被災者台帳

導入研修

被災者生活再建支援システム ユーザカンファレンス ／ システム準備セミナー（無償）

建物被害
認定調査研修
＜地震/水害＞

家屋被害認定調査 罹災証明書 被災者台帳業務
フロー

研修
訓練

メニュー

研
修
レ
ベ
ル
（
専
門
性
）操作研修

モバイル調査

ロールプレイング訓練

窓口役

被災者役

被災家屋模型を使った調査訓練

これまでの受講者実績
⇒12,093名（2023.3月末時点）

調査計画策定
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一部オプション
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<本件問い合わせ先>

東日本電信電話株式会社
ビジネスイノベーション本部 地域基盤ビジネス部
公共ビジネス推進グループ 防災インフラDX推進担当

TEL :03-6803-9056
MAIL:saiken-gm@east.ntt.co.jp
URL :https://business.ntt-east.co.jp/service/saiken/
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